
（事 業 名： ）
（ 都 道 府 県 名 ： ）
（地 区 名： ）

Ⅰ　必須事項

項　　目 判 定

１．事業の必要性が
　明確であること
　　（必要性）

２．技術的可能性が
　確実であること

３．事業による効率
　性が十分見込まれ
　ること
　　（効率性）

５．「自然と共生す
　る環境創造型事
　業」であること

　　・項目欄の（　）には、主として考えられる観点を記述している。

注）・評価項目を満たしている場合は、□の中に「✓」を記入。また、該当しない項目について
　　は、□の中に「－」を記入。

・事業実施要領等に規定された事業内容、採択基準の要件に適合
していること。
・採択に係る事業の工期が別に定められた「限度工期」を超えな
いこと。

・自然環境・景観の保全・形成の視点からみて、当該事業が適当
であること

４．事業の採択要件
　を満たしているこ
　と

・山地災害の防止、水源の涵養、生活環境の保全・形成等の観点
からみて、当該事業を実施する必要性が認められること。

審　査　の　内　容

・地形、地質、地利状況等からみて、当該事業の施工が技術的に
可能であること

・費用対効果分析の結果が１．０以上であること。
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Ａ
　流域保全上重要な河川上流、かつ、集落、
道路、農地のうち、いずれかを保護するため
の計画である。

Ｂ
流域保全上重要な河川上流又は、集落、道
路、農地のうち、いずれかを保護するための
計画である。

－ 該当しない。

Ａ
ダム等の取水施設上流の水資源の確保に資す
るための計画である。

Ｂ
上記Ａ以外での水資源の確保に資するための
計画である。

－ 該当しない。

Ａ
　事業の実施により生活環境保全機能及び保
健文化機能を発揮する計画である。

Ｂ
　事業の実施により生活環境保全機能、保健
文化機能のいずれかの機能を発揮する計画で
ある。

－ 該当しない。

Ａ
　事業の経済性・効率性が確保されていると
ともに、コスト縮減効果の発現が期待できる
計画である。

Ｂ
　事業の経済性・効率性が確保されている計
画である。

Ｃ 　上記Ａ、Ｂ以外の計画である。

Ａ
　自然環境・景観の保全が求められる地域等
であって、自然環境等に対する配慮がなされ
ている計画である。

Ｂ
　上記Ａには該当しないが、自然環境・景観
に対して配慮がなされている計画である。

Ｃ 　上記Ａ、Ｂ以外の計画である。

－ 　該当しない。

Ａ

　次のいずれかの項目に該当する。
（ア）地域材を利用した土留工等の設置を計
画している。
（イ）地域材を有効利用した工種・工法の開
発、普及、定着を図る計画である。

Ｂ
　上記Ａには該当しないが、地域材を利用し
た計画である。

Ｃ 　上記Ａ、Ｂ以外の計画である。

－ 　該当しない。

Ａ 　森林整備を実施する計画である。

Ｂ
　治山施設整備により森林整備が促進される
計画である。

Ｃ 　上記Ａ、Ｂ以外の計画である。

－ 　該当しない。

(3) 森林整備の推進 　効果的な森林
整備の計画

地域材の有効利用(2)

2

　事業実施によ
る水源涵養の発
揮

　事業実施によ
る生活環境の保
全・形成機能の
発揮

3

　地域材利用の
計画

(1)事業の
実施環
境等

(2)

(3)

自然環境・景観へ
の配慮

　自然環境保全
機能の発揮

効率性 (1) 　事業の経済
性・効率性の確
保とコスト縮減

事業の経済性・効
率性

判 定 基 準 評価
評 価 項 目

評価指標

Ⅱ　優先配慮事項

1 地域住民の生命・
財産の保全・安全

水源涵養の維持増
進

生活環境の保全・
形成

　山地災害から
の住民の生命・
財産の保全と安
全確保

有効性

大項目 小項目

(1)

中項目



Ａ
　保全対象に市街地又は集落、主要公共施設
（道路等を含む）、災害時要援護者施設等が
含まれる。

Ｂ
　保全対象に上記Ａ以外の農地、ため池、用
排水施設、漁場等が含まれる。

Ｃ 　上記Ａ、Ｂ以外である。

－ 　該当しない。

Ａ
　豪雨、地震、火山噴火、地すべり、流木等
による山地災害により、国民の生命・財産に
被害が発生した地区。

Ｂ
　豪雨、地震、火山噴火、地すべり、流木等
による山地災害により、国民の生命・財産に
被害の発生のおそれがある地区。

Ｃ 　上記Ａ、Ｂ以外の地区である。

－ 　該当しない。

Ａ
　山地災害危険地区の危険度がＡ又はＢに
なっている地区、若しくは山腹崩壊等が発生
している地区である。

Ｂ
　山地災害危険地区の危険度がＣとなってい
る地区、若しくは山腹崩壊等の発生のおそれ
が極めて高い地区である。

Ｃ 　上記Ａ、Ｂ以外の地区である。

－ 　該当しない。

Ａ

　生活用水等の利用に係る水源森林で、次の
いずれかの項目に該当する地区。
（ア）過去、渇水被害が発生
（イ）生活用水等への土砂等の流入、水質の
汚濁等が発生

Ｂ
　生活用水等の利用に係る水源森林で、過去
に生活用水等への影響はなかったものの、土
砂等の流出が発生した地区である。

Ｃ
　上記Ａ、Ｂ以外で水資源の確保の必要性が
ある地区である。

－ 　該当しない。

Ａ
　当該事業を早急に実施しなければ他事業の
進捗等に著しい影響が生じる。

Ｂ
　当該事業を早急に実施することにより他事
業の円滑な推進に資する。

Ｃ 　上記Ａ、Ｂ以外である。

－ 　該当しない。

Ａ
　地域関係者等から同意又は理解を得られて
いる。

Ｂ
　地域関係者等から同意又は理解を得られる
見込みとなっている。

Ｃ 　上記Ａ、Ｂ以外である。

Ａ 　他事業との連携が図られた計画である。

Ｂ 　他事業との連携について調整中である。

Ｃ 　上記Ａ、Ｂ以外である。

－ 　該当しない。

Ａ
　地域防災計画、国土強靱化地域計画等関連
する計画に位置付けられている。

Ｂ
　地域防災計画、国土強靱化地域計画等関連
する計画に位置付けられるよう調整中であ
る。

Ｃ 　上記Ａ、Ｂ以外である。

他事業
との連
携

他計画
との関
連

①

②

③

(5) 効果的
な事業
の推進

　地域関係者の
同意又は理解

　他事業との連
携の計画

　関連する計画
への位置付け

地域関
係者の
理解

評 価 項 目
評価指標

人家等
の保全

山地災
害等の
防止

災害発
生の危
険度

水資源
の確保

他事業
への影
響

　保全対象施設
の内容

　山地災害の発
生状況及び被害
状況

　山地災害危険
地区の危険度等

　渇水、土砂等
の流入及び水質
の汚濁等の被害
の発生状況

　他事業との関
連

判 定 基 準 評価
大項目 中項目 小項目

(4) 緊急性 ①

②

③

④

⑤


